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１．はじめに

平成１２年５月に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円

滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法 」が制定され、これに基づき歩）

行空間のバリアフリー化に向けた取り組みが進められているが、雪国では積雪に

より歩行者空間が狭められる、あるいは路面凍結によって転倒の危険性が増すな

、 。ど 冬期特有の障害が存在しており歩行者空間の確保が重要な課題となっている

、 （ ） 、現在 歩道除雪は歩道用除雪機械 小形ロータリ除雪車 により行っているが

広幅員歩道の増加や、車椅子の通行に十分な幅員を迅速に確保できないこと、ま

た圧雪化による凸凹の活性や凍結などの問題がある。

本報告は効率的に歩行者空間確保を図るため、除雪幅員可変型歩道除雪車の開

発を行ったものである。

２．設計開発

２．１ 基本方針

前記した交通バリアフリー法に基づく道路構造基準においては、歩道の有効幅

員を２ｍ以上としており、今後、幅員２ｍ以上の歩道がますます増加することが

見込まれる。しかしながら、実際の歩道除雪作業では２ｍ以下の狭隘部が部分的

に混在するため、現状の歩道用除雪機械（除雪幅員１．３ｍ）では効率的な除雪

作業が困難である。

このことから、開発の基本方針を次のとおりとし、開発機を１．３～２．０ｍ

まで除雪幅員を可変できる歩道用除雪機械とした。

①幅員可変機構の採用

狭隘部から広幅員歩道まで１台で対応するため、除雪幅員を可変することが

可能な機構とする。

②除雪費の軽減

従来の歩道用除雪機械は歩道除雪のほかに運搬排雪に対応するため、全断面

除雪に対応する装置となっているが、開発機は２．０ｍ拡幅時において３０㎝

程度の積雪を対象とし、装置の低コスト化を図る。

２．２ 基本設計

、 （ ． 、開発の基本方針を検討した結果 従来の歩道用除雪機械 除雪幅員１ ３ｍ級

ツーステージ式）の除雪装置の両端にプラウ装置を装着することにより、幅員を

可変させる方式を採用することとした （写真－１及び図－１）。



なお、開発にあたっては、要素技術として次の二つの機構を採用している。

①プラウ反転機構

拡幅部の歩道除雪作業は、基本的にプラウ

を前方に広げることにより除雪幅員を１．３

～２．０ｍまでの除雪作業が可能となるが、

プラウを使用しない通常除雪等や、回送時に

おいては前方への張り出しとなり、不要又は

。 、抵抗となることが考えられる このことから

プラウを取付部より回転させ後方に格納する

反転機構とした。

このプラウ反転機構の特徴は、２本のシリ

ンダを用いたリンク機構でありながら円滑に

１８０度反転させることを可能としており、

これによりプラウの動作速度の安定化及び装

置の小型軽量化、低コスト化が図られている

ことである （図－２）。

②プラウ可動エッジ機構

実際の除雪作業では、車体の前後ピッチ

ングや、歩道のマウンドアップ等で、路面

との干渉を避けるため、５０～７０㎜程度

の隙間を設けるのが一般的であるが、この

隙間により歩道上に残雪が生じる。

この残雪を極力少なくし、かつ、歩道上

の視覚障害者誘導ブロックに損傷を与えな

いため、歩道に追従する可動エッジ機構を

採用し、プラウエッジの材質は損傷防止の

ため硬質ウレタンとしている （図－３）。

図－２ プラウ反転機構イメージ図

図－３ 可動エッジ機構イメージ図

図－１ 除雪幅可変型小形除雪車４面図写真－１ 除雪幅員可変型歩道除雪車



３．導入効果

３．１ 歩道幅員が複合する区間での歩道除雪作業の効率化

本開発機は、除雪装置左右に装着したプラウを

前方又は後方に張り出すことにより、２．０ｍま

での広幅員に対応した除雪を行い、狭隘部におい

ては、プラウを格納し、従来機と同様に１．３ｍ

幅員の除雪作業を行う。

また、このプラウは左右独立した動作が可能で

あり歩道幅員に応じた除雪幅員の作業が可能となる （図－４及び図－５）。

３．２ 車道堆雪帯の拡幅除雪

車道堆雪帯の拡幅除雪を行う場合、

プラウを前方に張り出すことでシャッ

ターブレードの役割をはたし、車道へ

雪の飛散防止効果が期待できる。

また、歩車道境界ブロック上の積雪

は、通行車両に対して視界阻害となる

が、プラウ下端を上昇することで、歩

車道境界ブロック上の除雪にも対応が

可能となっている （図－６）。

４．基本性能確認試験結果

試作機の基本性能を確認するため、

山形河川国道事務所管内において、基

本性能確認試験を行った。

試験結果は、２．０ｍ前開き時の最大除雪量は１，１００ｔ／ｈであり、従来

機１．３ｍの公称能力７００ｔ／ｈを大きく上回る結果となった。

、 ． 、 。（ ）また １ ３ｍ前開き時においても 従来機を上回る結果となった 表－１

図－４ 除雪幅可変状況

図－５ 広幅員～狭隘部での対応

図－６ 車道堆雪帯等の除雪

車道の堆雪帯拡幅除雪 歩車道境界ブロック上の除雪車道の堆雪帯拡幅除雪 歩車道境界ブロック上の除雪



これは、前方に張り出したプ

ラウによって積雪がロータリ装

置に呼び込まれる状態となるた

め、装置の限界値に近い値が出

やすくなることによると考えら

れる。

また、作業速度においても設

、計値が３㎞／ｈであるのに対し

実際の作業速度が５㎞／ｈであ

り、想定される基本性能を確保していることが確認された （図－７）。

５．まとめ

冬期における円滑な歩行者空

間を確保するためには、消融雪

設備等での対応が最も効果的で

あるが、設備費等のコスト的課

題から、今後とも機械除雪によ

る冬期歩行者空間の確保が必要

である。

しかし、狭隘歩道と広幅員歩

道が混在する除雪区間では、従

来の歩道用除雪機械を用いた場

合、除雪作業が非効率なこと、

広幅員の歩道の整備はバリアフ

リーの観点から今後ますます促進されることから、今回開発した除雪幅員可変型

歩道除雪車は、プラウ装置で除雪幅員を変化させ対応することが可能であり、除

雪能力、作業速度も設計要件を十分に満足しており、歩道除雪作業への有効性が

大きいことが確認された。

また、この除雪幅員可変型歩道除雪車は既に配備されている歩道用除雪機械の

改良でも対応が可能なほか、１．０ｍ級の歩道用除雪機械にも技術転用が可能で

ある。

今後は、現場適応性試験結果から実用に問題がないと判断しており、順次導入

を図る予定としている。

表－１ 最大除雪量試験結果

最大除雪量除雪幅 項目

t/h１．３ｍ（前開き） 1,030

t/h２．０ｍ（前開き） 1,127

図－７ 積雪深に対する作業速度

写真－２ 除雪作業状況
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